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7 月 8 日、欧州連合（EU）の閣僚理事会は、ブルガリアの 2026 年 1月 1日からのユ

ーロ導入を正式決定した。ユーロ圏の 21 番目の国となり、統合がさらに進展する。通

貨の換算レートは、欧州為替相場メカニズム（ERMⅡ）におけるブルガリア・レフの中

心レートである 1ユーロ＝1.95583レフに設定された。ユーロ導入に際しては、EUの条

約で規定された 4つの経済収斂条件（表）の達成度と法的要件が判断される。6月 4日、

欧州委員会と欧州中央銀行（ECB）は、ブルガリアが 2026 年 1 月 1 日にユーロを導入

するための基準を満たしていると結論付け、EU機関の必要な協議を経て決定に至った。 

 

表：ユーロ導入のための収斂条件 

 

 

ユーロ圏諸国の財政状況は、欧州債務危機もあって金融市場から特に注視されるが、

ブルガリアの一般政府の財政赤字は 2022年以降、基準の GDP比 3％以下で推移してお

り、欧州委員会の春季経済見通しによれば 2025 年と 2026 年はいずれも 2.8%と予測さ

れている。また、政府債務残高は 20％台前半で推移しており、2024 年は 24.1％だった。

中期的な財政持続可能性に係るリスクは中（medium）程度と評価されている。 

項目 達成基準

インフレ率
過去1年間の消費者物価上昇率が、ユーロ圏で最も低い3ヵ国の平

均値から1.5％ポイントを上回らないこと

財政赤字 財政赤字GDP比3％以下、債務残高GDP比60％以下

為替相場
少なくとも 2年間、為替相場メカニズム（ERM II）に参加し、深刻な緊

張状態がないこと

長期金利
審査の直前1年間の平均長期金利が、消費者物価上昇率の最も低

い3ヵ国の平均値の2％ポイントを上回らないこと。

（資料）欧州委員会資料より国際通貨研究所作成
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法的要件については、ブルガリアの国内法が、EU 条約と欧州中央銀行制度（ESCB）

および ECBの規程要件（中央銀行の独立性、通貨ファイナンスの禁止、ESCBへの加盟

国中央銀行の統合）に適合すると確認された。また、国際収支の動向や労働、製品、金

融市場の統合等についても欧州委員会は評価している。 

ブルガリアは、国土面積は日本の約 3 分の 1（11.09 万平方キロメートル）で、人口

645万人を抱える。EUには 2007年 1月に加盟した。名目 GDP（2024年）は 1,120 億ド

ルとユーロ圏で 13 番目、1 人あたり GDP でみると 17,600 ドルと最も低い（図）。1 人

あたり GDPが最も高いルクセンブルクの 9分の 1、EUの盟主ドイツと比較しても 3分

の 1程度にとどまり、ユーロ圏内の経済格差がさらに拡大することになる。 

 

図：ユーロ圏諸国の 1人あたり GDP 

 

 

EUの世論調査「ユーロバロメーター」（5月発表）によると、ブルガリア国民のユー

ロ支持派は 50%と不支持派と拮抗している。同じくユーロ未導入国のスウェーデン、ポ

ーランド、チェコ、デンマークは不支持が過半を占めている。他方、ハンガリーとルー

マニアはユーロ支持派が 60％台と多い。ブルガリア国民のユーロ支持が上昇するため

には、取引コストの低下や投資・貿易の拡大等のユーロ導入のメリットを、消費者や企

業がどれだけ実感できるかが重要となろう。 
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（資料）IMF資料より国際通貨研究所作成
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